
 

 

第24期決算公告 
東京都新宿区北新宿2丁目21番1号 

株式会社ＧＡＢＡ 

代表取締役社長 中村 誠 

貸 借 対 照 表  
（令和4年3月31日現在） 

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部）  （負債の部）  

[流 動 資 産] 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

受 講 料 金 銭 信 託 

教 材 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

未収還付法人税等  

そ の 他 

[固 定 資 産] 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

工具、器具及び備品  

無 形 固 定 資 産 

商 標 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定  

投資その他の資産 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 及 び 保 証 金 

そ の 他 

[5,745,223] 

2,734,438 

341,278 

2,277,541 

62,104 

9,690 

132,180 

4 

187,984 

 [2,572,205] 

421,559 

363,489 

2,434 

55,635 

1,312,265 

134 

1,235,975 

76,155 

838,380 

15,024 

823,205 

150 

 

[流 動 負 債] 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

資 産 除 去 債 務 

店舗閉鎖損失引当金 

そ の 他 

[固 定 負 債] 

資 産 除 去 債 務 

[5,668,749] 

2,684 

129,948 

209,374 

37,196 

198,168 

4,841,910 

24,738 

134,829 

83,229 

2,807 

3,860 

[307,178] 

307,178 

負 債 合 計 5,975,927 

（純資産の部）  

[株 主 資 本 ] 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

[2,341,501] 

490,000 

40,399 

40,399 

1,811,102 

82,101 

1,729,001 

純 資 産 合 計 2,341,501 

資 産 合 計 8,317,428 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,317,428 

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。） 



 

 

［当期純損益金額］ 

   当期純利益 35,666千円 

［重要な会計方針に関わる事項］ 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）を採用しております。 

その他有価証券     時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

(2) 受講料金銭信託の評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

教材 移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法）を採用しております。 

貯蔵品 最終仕入原価法を採用しております。 

(4) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定額法を採用しております。 

 主な耐用年数 建物 ３～15年 

  構築物 10～20年 

  工具、器具及び備品 ２～15年 

無形固定資産 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（主に５年）に基づいております。 

(5) 引当金の計上基準 

貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。た

だし、当事業年度末において回収不能見込額がないため、残高は

ありません。 

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支払予定額のう

ち当事業年度に属する支給対象期間に見合う金額を計上してお

ります。 

(6) 収益の計上基準 受講生のレッスンポイント（受講可能レッスン数）消化により、

役務提供が完了した時点で収益計上しております。また、教材は

教材提供時に、入会金は契約時にそれぞれ収益として計上してお

ります。 

(7) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 
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